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成果目標
（１）専門家等によるサポートを受けた企業の50％以上が具体的な解決策を選択でき
ることを目指します。また、よろず支援拠点から提案された解決策を実行した事業者のう
ち、成果があった事業者の割合が65％以上になることを目指します。
（２）デジタル化診断「みらデジ経営チェック」を10万者に実施し、デジタル化による事業
環境変化に伴う経営課題の解決の気づきを作ることを目指します。
（３）①地域企業のDX支援体制を10拠点構築、②多数の地域企業等が連携した実
証プロジェクトを5件創出するとともに、③DXに取り組む際のポイントの公表を通じて、同様
の取組が他の地域に波及し、地域企業のDX投資が加速することを目指します。

事業環境変化対応型支援事業

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

新型コロナウイルス感染症拡大や、最低賃金引上げに加え、インボイス制度の導入
やエネルギー価格の高騰等の事業環境変化の影響を受ける中小企業・小規模事
業者等への相談や各種支援施策の活用を促すべく、中小企業団体等と連携した
支援体制を強化することを目的とします。

（１）専門家等による事業者向け相談対応及び支援機関向け講習の実施
外部環境の変化に伴う経営課題に対応するため、支援機関に対する専門家派遣
や指導員向けの講習、よろず支援拠点におけるコーディネーターの増員等を通じて、
相談体制強化を図ります。
（２）デジタル化診断事業
デジタル化支援ポータルサイト「みらデジ」の運用を通じて、デジタル化による事業環
境変化に伴う経営課題の解決を目指す中小企業・小規模事業者と、当該事業者
の取組を支援する各種機関の双方への支援体制を強化します。
（３）地域企業等のDX投資の加速に向けた支援及び環境整備の実施
①地域の主力産業が抱える課題に精通した産学官金の専門家による地域企業へ
の課題分析・DX戦略策定・サイバーセキュリティ対策の伴走型支援等の取組体制
を構築し、②多数の地域企業等が連携した実証プロジェクトを創出するとともに、③
｢DX認定｣取得企業の申請データ分析・公表等を実施します。

令和4年度補正予算額 113 億円

（１）中小企業庁　経営支援部　小規模企業振興課、経営支援課、商業課
（２）中小企業庁　経営支援部　経営支援課
（３）地域経済産業グループ　地域企業高度化推進課

商務情報政策局　サイバーセキュリティ課、情報技術利用促進課

支援
中小企業団体等 民間企業等国

補助
（10/10）

支援
支援拠点国

委託

民間企業等国
委託

独立行政法人

情報処理推進機構国

（１）

民間団体等国
民間団体等

民間企業等

支援
民間企業

①補助
（10/10）

②補助
（2/3、1/2）

補助
（10/10）

③補助
（10/10）

（２）

（３）

民間企業等

27



事業目的

事業概要

海外市場開拓・有志国サプライチェーン構築等促進事業
通商政策局アジア大洋州課
貿易経済協力局貿易振興課
貿易経済協力局投資促進課

等

令和４年度補正予算額 190 億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

米中対立の構造化、ロシアによるウクライナ侵攻、食糧・エネルギー等の価格高騰に
よるサプライチェーンの混乱等で国際情勢が揺れ動く中、円安の環境を利用して、日
本企業の海外市場開拓・輸出の拡大、対日直接投資・インバウンドの促進等を支
援することを目的とします。

（１）中堅・中小企業の海外市場開拓支援
輸出に向けた商品開発や、商圏拡大に向けたオンライン展示会への出展支援や伴
走型支援の拡充、地域商社の輸出力強化等を実施する。
（２）社会課題解決スタートアップ（SU）等の海外市場開拓支援
インド太平洋地域への展開を目指す日系SU等に対し、現地企業とのネットワーキン
グから実証事業まで一貫支援を行う等社会課題解決型海外展開を促進する。
（３）有志国間の信頼できるサプライチェーン（SC）への参画支援
中堅・中小企業等によるグローバルSCへの参画を促すため、企業間のデータ共有・
連携基盤の構築や貿易手続円滑化、東アジア・アセアン経済研究センターへの新た
な拠点設置、海外人材の獲得・育成、人権含む企業の人材育成等を支援する。
（４）対日直接投資・インバウンドの促進支援
水際措置緩和に伴う開国プロモーションの展開、海外企業トップ等の日本への招聘
及び協業候補とのマッチング等を支援することにより、対日直接投資を後押しする。
また、国内外のQRコード統一規格の連携を支援する。

成果目標

政府目標「2030年までに中堅・中小企業等の輸出額及び現地法人売上高の合計額を
35.5兆円とする」に貢献します。
政府目標｢対日直接投資残高を2030年に80兆円と倍増する｣に貢献します。
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※JETRO：独立行政法人日本貿易振興機構
AMEICC：日ASEAN経済産業協力委員会
ERIA：東アジア・アセアン経済研究センター


